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当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 2018年５月18日から2023年９月15日までで

す。
運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、積極

的な運用を行います。
主要投資対象 わが国の金融商品取引所に上場する株式（上場

予定を含みます。）を主要投資対象とします。

運 用 方 法

主として今後値上がりが期待できる国内の新興
企業（＊）への投資を通じて、中長期的な信託財
産の成長を目的として、積極的な運用を行いま
す。
（＊）当ファンドにおいて新興企業とは、優れ

た経営者のもとで新しいビジネスモデル
や経営戦略を果断に実行し付加価値の高
い新商品を積極的に市場に投入するなど
して、企業価値を増大させている（また
は今後の増大が期待できる）と委託者が
考える企業をさします。

徹底した企業分析、銘柄調査によって新興企業
を厳選し、投資します。
トップダウンアプローチにより現在の相場局面
（リスクオン・オフ等）を判断し、これに応じ
た最適と考えられる業種や銘柄とその投資比率
を決定します。
株式の組入比率は、原則として高位を維持しま
すが、相場急落時等には、一時的に実質組入比
率を下げる場合があります。

組 入 制 限 株式への投資割合には、制限を設けません。
外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

決算日（原則として９月17日。休業日の場合
は翌営業日。）に、繰越分を含めた経費控除後
の配当等収益および売買益（評価益を含みま
す。）等から、基準価額水準、市況動向等を勘
案して、決定しますが、信託財産の成長に資す
ることに配慮して、分配を行わない場合があり
ます。

 <運用報告書に関するお問い合わせ先>
コールセンター：0120-104-694
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで
お客さまのお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。

受益者の皆さまへ

　毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。

　さて、「新興企業日本株ファンド（資
産成長型）」は、2018年９月18日に第
１期の決算を行いました。ここに、運用
経過等をご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう
お願い申し上げます。

新興企業日本株ファンド（資産成長型）

運 用 報 告 書（全体版）
第１期<決算日2018年９月18日>
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■設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 株式組入

比 率
株式先物
比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

（設　定　日） 円 円 ％ ％ ％ 百万円
2018年５月18日 10,000 － － － － 2,738

１期（2018年９月18日） 9,980 0 △0.2 68.5 29.6 7,496
（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
（注３）運用方針に合った適切な指数が存在しないため、ベンチマーク及び参考指標を定めておりません。
（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

■当期中の基準価額の推移

年 月 日 基 準 価 額 株 式 組 入
比 率

株 式 先 物
比 率騰 落 率

（設定日） 円 ％ ％ ％
2018 年 ５ 月 18 日 10,000 － － －

５ 月 末 9,828 △1.7 18.2 45.1
６ 月 末 9,794 △2.1 68.2 27.6
７ 月 末 9,904 △1.0 66.1 32.5
８ 月 末 9,933 △0.7 69.3 29.2

（期　末）
2018 年 ９ 月 18 日 9,980 △0.2 68.5 29.6

（注１）設定日の基準価額は、設定当初の金額です。
（注２）騰落率は設定日比です。
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
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■当期の運用経過（2018年５月18日から2018年９月18日まで）

基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）基準価額は、設定日前日を10,000として計算しています。
（注４）分配金再投資基準価額は、設定日前日を10,000として指数化しています。
（注５）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　米国の保護主義や米中の貿易摩擦への懸念に対するリスク回避の動きに加え、当ファンドが組入れているＳＢＩ
ホールディングス、いちごなどの株価が下落したことがマイナスに寄与し、基準価額は下落しました。

投資環境
　当ファンドの設定から2018年５月下旬の局面では、米朝首脳会談の中止報道や南欧の政治不安などからリスク回
避的な動きが強まり、国内株式市場は下落しました。その後は、米国株式市場の上昇や円安進行などにより上昇す
る局面もありましたが、米国の保護主義や米中の貿易摩擦に対する懸念などから上値の重い展開が続きました。期
末では米中通商協議再開への動きなどから不透明感が後退し、国内株式市場は上昇に転じました。
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（円） （億円）

基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

設 定 日 ： 10,000円
第 １ 期 末 ： 9,980円
（既払分配金０円）
騰 落 率 ： △0.2％
（分配金再投資ベース）
（注）設定日の基準価額は、設定

当初の金額です。
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ポートフォリオについて
　外部環境の追い風がなくとも独力での成長を遂げつつあると考えられる企業を選別し組入れました。その結果、
株価の調整が一定程度進んだ有望な銘柄を中心に組入れ、サービス業・電気機器のウェイトを高めとしました。

【運用状況】2018年９月18日現在
（注１）組入比率は純資産総額に対する割合です。
（注２）業種は東証33業種分類によるものです。

○組入上位10業種
No. 業種 組入比率
1 サービス業 13.4％
2 電気機器 12.5
3 情報・通信業 9.6
4 精密機器 5.3
5 その他製品 4.8
6 医薬品 4.4
7 不動産業 4.3
8 銀行業 3.8
9 証券業 3.8
10 輸送用機器 1.8

○組入上位10銘柄
No. 銘柄名 通貨 比率
１ ソフトバンクグループ 日本・円 5.1％
２ ピジョン 日本・円 4.7
３ ペプチドリーム 日本・円 4.4
４ ＳＢＩホールディングス 日本・円 3.8
５ エムスリー 日本・円 3.7
６ ＴＤＫ 日本・円 3.6
７ トプコン 日本・円 3.3
８ シスメックス 日本・円 3.3
９ サイバーエージェント 日本・円 3.0
10 エイチ・アイ・エス 日本・円 2.8

組入銘柄数 73銘柄

分配金
　当期の収益分配金につきましては分配方針に基づき、無分配とさせていただきました。なお、収益分配金に充て
なかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2018年５月18日
～2018年９月18日

当期分配金（税引前） －円
対基準価額比率 －％
当期の収益 －円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 89円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。
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今後の運用方針
　高い志を持って社会課題に挑む経営者や、その実現に向けた組織力を持つ企業を評価していく方針です。産学官
（産業界、官公庁、大学をはじめとした研究機関）や大企業の経営資源などを活用し、新たな価値を生み出すオー
プンイノベーション（企業の内部と外部の技術やアイディアを組み合わせることで、革新的なビジネスモデルなど
を生み出すこと）に取り組む企業にも注目しています。研究開発型ベンチャーなど目先の業況にとらわれることな
く、創造性にあふれ、社会の変革を先導しているイノベイティブな企業を積極的に評価していきます。企業（投資
先）、家計（投資家）、資本市場の好循環を形成するべく運用に努めてまいります。

■１万口当たりの費用明細

項目

第１期

項目の概要（2018年５月18日
～2018年９月18日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 55円 0.565％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は9,808円です。

（投信会社） (27) (0.275) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） (27) (0.275) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託銀行） ( 1) (0.015) 受託銀行分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 5 0.048 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） ( 4) (0.044)
（先物・オプション） ( 0) (0.005)

(ｃ) その他費用 0 0.001 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（監査費用） ( 0) (0.001) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用
（その他） ( 0) (0.000) その他は、信託事務の処理に要する諸費用

合計 60 0.614
（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。
（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■売買及び取引の状況（2018年５月18日から2018年９月18日まで）
(1) 株　式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

千株 千円 千株 千円
国 内 上 場 1,714.2 5,052,289 6.7 39,750(107.6) (－)
（注１）金額は受渡代金です。
（注２）（　）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

(2) 先物取引の種類別取引状況

種 類 別 買 建 売 建
新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株 式 先 物 取 引 9,779 7,539 － －

（注）金額は受渡代金です。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

(ａ) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 5,092,039千円
(ｂ) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 3,743,888千円
(ｃ) 売 買 高 比 率　(ａ)／(ｂ) 1.36

（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。
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■利害関係人との取引状況等（2018年５月18日から2018年９月18日まで）
(1) 期中の利害関係人との取引状況

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ Ｂ／Ａ うち利害関係人
との取引状況Ｄ Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 5,052 627 12.4 39 － －
金 銭 信 託 1,416 1,416 100.0 1,416 1,416 100.0

(3) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額　(Ａ) 3,130千円
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額　(Ｂ) 344千円

(Ｂ)／(Ａ) 11.0％

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、資産管理サービス信託銀行です。

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

種 類 当 期
買 付 額

百万円
株 式 19
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■組入資産の明細
(1) 国内株式

銘 柄 当 期 末
株 数 評 価 額

千株 千円
建設業（2.6％）
ショーボンドホールディングス 15 130,350
東鉄工業 0.1 297
大東建託 0.1 1,502
前田道路 0.1 227
食料品（0.3％）
ユーグレナ 19 16,169
化学（0.6％）
ＡＤＥＫＡ 0.6 1,122
タカラバイオ 10.9 31,838
医薬品（6.5％）
ＪＣＲファーマ 0.1 562
ペプチドリーム 77.7 330,613
ヘリオス 1 1,769
金属製品（0.0％）
ＳＵＭＣＯ 0.1 165
電気機器（18.3％）
日本電産 8.1 129,721
ソニー 10 66,520
ＴＤＫ 22.9 270,220
アルプス電気 9.9 30,393
ローランド　ディー．ジー． 0.1 265
キーエンス 0.1 6,197
シスメックス 25 245,000
ウシオ電機 0.1 150
村田製作所 11 191,785
輸送用機器（2.6％）
ＳＵＢＡＲＵ 20.9 67,527
ヤマハ発動機 24.1 68,395
精密機器（7.8％）
島津製作所 46 150,650
トプコン 134 249,106
ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ 1 819
その他製品（7.0％）
ＭＴＧ 0.7 4,809
ピジョン 59 355,770
電気・ガス業（0.2％）
イーレックス 9.9 9,830
倉庫・運輸関連業（0.0％）
三井倉庫ホールディングス 1 393
情報・通信業（14.1％）
ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス 4 12,200

銘 柄 当 期 末
株 数 評 価 額

千株 千円
セレス 2 3,432
アカツキ 3.9 13,318
マネーフォワード 7.7 32,725
ラクスル 9.9 29,997
メルカリ 14.9 47,903
大塚商会 1 4,070
デジタルガレージ 15 53,025
ＧＭＯインターネット 77 139,216
カドカワ 1 1,188
ソフトバンクグループ 36 385,560
卸売業（0.7％）
あい　ホールディングス 1 2,490
サンリオ 15 33,675
小売業（2.0％）
スタートトゥデイ 5 16,000
ツルハホールディングス 0.1 1,358
ドンキホーテホールディングス 7.7 42,504
ユナイテッドアローズ 10 43,800
サックスバー　ホールディングス 1 886
銀行業（5.5％）
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 188.8 130,725
りそなホールディングス 130 80,496
三井住友フィナンシャルグループ 16 71,408
証券、商品先物取引業（5.5％）
ＧＭＯフィナンシャルホールディングス 1 888
ＳＢＩホールディングス 88 281,600
その他金融業（0.3％）
オリックス 9 16,348
不動産業（6.2％）
いちご 180 77,220
東急不動産ホールディングス 9 6,966
パーク２４ 34.9 115,170
東京建物 1 1,352
住友不動産 30 118,440
トーセイ 1 1,060
サービス業（19.6％）
ＬＩＦＵＬＬ 5.5 3,366
エス・エム・エス 15.4 32,170
パーソルホールディングス 6.9 17,319
ベネフィット・ワン 17 56,100
エムスリー 55 281,050
ＲＩＺＡＰグループ 199.8 138,661
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8－　　－

銘 柄 当 期 末
株 数 評 価 額

千株 千円
セプテーニ・ホールディングス 0.1 17
ケネディクス 1 668
リゾートトラスト 1 1,831
サイバーエージェント 36.9 225,459
ＫｅｅＰｅｒ技研 0.1 112
ベクトル 2 5,102
リクルートホールディングス 10 34,680
エイチ・アイ・エス 55 210,650

千株 千円

合 計 株 数 ・ 金 額 1,815.1 5,134,380
銘 柄 数 < 比 率 > 73銘柄 <68.5％>

（注１）銘柄欄の（　）内は、期末の国内株式評価総額に対する各業
種の比率です。

（注２）合計欄の<　>内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。

(2) 先物取引の銘柄別期末残高

銘 柄 別 当 期 末
買 建 額 売 建 額

国
内

百万円 百万円
T O P I X 2,218 －

■投資信託財産の構成� 2018年９月18日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 5,134,380 68.2
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 2,398,523 31.8
投 資 信 託 財 産 総 額 7,532,903 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。
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9－　　－

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2018年９月18日)現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資 産 7,532,898,025円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 2,302,312,955

株 式(評価額) 5,134,380,520

未 収 入 金 88,533,852

未 収 配 当 金 3,365,698

差 入 委 託 証 拠 金 4,305,000

(Ｂ) 負 債 36,228,626

未 払 信 託 報 酬 36,191,086

そ の 他 未 払 費 用 37,540

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 7,496,669,399

元 本 7,511,802,979

次 期 繰 越 損 益 金 △15,133,580

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 7,511,802,979口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,980円
（注）設定当初の投資元本額は2,738,414,214円、当期中における追

加 設 定 元 本 額 は 4,787,017,830 円 、 同 解 約 元 本 額 は
13,629,065円です。

■損益の状況
当期　自2018年５月18日　至2018年９月18日

項 目 当 期
(Ａ) 配 当 等 収 益 2,705,490円

受 取 配 当 金 3,519,198
受 取 利 息 27
支 払 利 息 △813,735

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 121,978,211
売 買 益 302,521,842
売 買 損 △180,543,631

(Ｃ) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 △21,226,595
取 引 益 125,346,284
取 引 損 △146,572,879

(Ｄ) 信 託 報 酬 等 △36,232,816
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 67,224,290
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 △82,357,870

(配 当 等 相 当 額) (△87,262)
(売 買 損 益 相 当 額) (△82,270,608)

(Ｇ) 合 計(Ｅ＋Ｆ) △15,133,580
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) △15,133,580
追 加 信 託 差 損 益 金 △82,357,870
(配 当 等 相 当 額) (△87,262)
(売 買 損 益 相 当 額) (△82,270,608)
分 配 準 備 積 立 金 67,224,290

（注１）(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の
評価換えによるものを含みます。

（注２）(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて
表示しています。

（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加
設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注４）分配金の計算過程
項 目 当 期

(ａ) 経 費控除後の配当等収益 1,756,190円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 65,468,100
(ｃ) 収 益 調 整 金 0
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 0
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 67,224,290
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 89.49
(ｇ) 分 配 金 0
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0

■分配金のお知らせ
　収益分配金につきましては、無分配とさせていただきました。
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